
【簡略版】記載例（37条・報告書）
■次の添付資料が必要です。
・償却資産明細書の写し
・写真台帳
・法人事業概況説明書又は事業報告書
・貸借対照表
・損益計算書

①提出期限は事業年度終了後１ヵ月以内です。

②指定書の右上に記載のある発行日を記入し
てください。

③指定書の「（４）復興推進事業の内容」に記載
のある業種を記入してください。

④実施場所に続けて（ ）内に「釜石東部地区
復興産業集積区域」又は「鵜住居地区復興
産業集積区域」と記入してください。

⑤指定書の枠囲みの中「（１）この指定書は、
令和○○年○○月○○日まで有効です」に
記載のある日付を記入してください。

⑥決算書類について後日送付する場合でも、
記載例のとおりに記入してください。

①

②

③

④

⑤

⑥

個人事業者は
確定申告書の
写しで代用



【簡略版】記載例（37条・報告書）
⑦「報告年度までの実績額＋残りの投資予定年度
の合計金額」を記入してください。

⑧設備内訳の実績額合計と合わせてください。

⑨設備内訳
・設備名、取得年月日、取得価額は償却資産明細
書と同じ記載内容にしてください。
・設備名に続けて、（ ）内に償却資産明細書におけ
る勘定科目を記入してください。
・設置地に続いて、（ ）内に「釜石東部地区復興産
業集積区域」又は「鵜住居地区復興産業集積区
域」と記入してください。

※設備内訳に変更（追加や削除）があった場合
は、「変更届」が必要になります。

⑩過去の年度に、事業実績を報告した場合に記
載してください。

⑪資金調達先及び資金調達方法（借入れ、自己
資金など）も記入してください。

⑫８．は「（該当なし）」と記入するか、項目を削除し
てください。
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